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（1）基盤的保険者機能関係

1

１ サービス水準の向上

・お客様満足度調査を活用したサービス水準の向上に努める。

・現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダード：10日間）を遵守する。

■ＫＰＩ： ①サービススタンダードの達成状況を100％とする。

②現金給付等の申請に係る郵送化率を92%以上とする。

≪事業計画≫

≪実施結果≫

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）
令和２年度

全国

目標
令和２年度
滋賀支部

実績
令和２年度
滋賀支部

備考

サービススタンダードの達成状況 100％ 未確定 100％ 100％ 令和2年8月末現在

現金給付等の申請に係る郵送化率 91.2％ 未確定 92％ 93.9％ 令和2年8月末現在

・適正な事務処理の進捗管理に努め、対象の現金給付のサービススタンダードを遵守。

・事業主、加入者への周知広報等により申請の郵送化率の向上を図った。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

サービススタンダード支払件数(R2) 1,223 1,199 1,291 1,251 1,120

サービススタンダード支払件数(R1) 1,044 1,066 1,001 1,147 979 1,118 1,340 1,168 1,334 1,213 1,070 1,356 13,836

すべての申請書受付件数(R2) 5,628 4,052 4,787 4,835 4,624

すべての申請書受付件数(R1) 5,566 4,795 4,734 5,258 4,546 4,909 4,848 4,542 4,609 4,943 4,641 5,623 59,014



≪参考≫ 健康保険給付の受付から振込までの日数の目標の達成率・郵送化率

（申請書受付 郵送化） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

郵送化率（％）
滋賀 80.0 85.4 88.3 91.2 93.9

全国 83.4 86.7 89.3 91.1 未確定

健康保険給付の受付から振込までの日数の目標の達成率

郵送化率
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

郵送化率（滋賀支部）

郵送化率（全国平均）

サービススタンダード（滋賀支部）

サービススタンダード（全国平均）
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（サービススタンダード） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

健康保険給付の受付から振込まで
の日数の目標の達成率（％）

滋賀 100 100 100 100 100

全国 99.99 99.99 99.99 99.73 98.09（推計）

健康保険給付の受付から振込まで
の平均日数（日）

滋賀 7.82 8.61 8.01 7.85 未確定

全国 8.11 8.03 7.68 7.87 未確定



（1）基盤的保険者機能関係
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２ 業務改革の推進に向けた取組

≪事業計画≫

≪実施結果≫

・現金給付等の業務処理手順の更なる標準化の徹底と役割を明確にした効率的な業務処理体制の定着により、業務の生産性

の向上を目指す。

指標

KPIの設定なし

令和元年度 令和２年度

ユニットミーティング 12回 6回（9月末）

勉強会 12回 5回（9月末）

・各ユニットごとにミーティング及び勉強会を開催し、業務処理手順の改

善事項の検討を図った。

・事務の効率化を進め、全ての現金給付申請書において支払いまでの

日数短縮を行う。
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３ 現金給付の適正化の推進

≪事業計画≫

≪実施結果≫

・不正の疑いのある事案については、保険給付適正化プロジェクト会議にて議論を行い、事業主への立入検査を積極的に行う。ま

た、不正の疑われる申請について重点的審査を行う。

・傷病手当金と障害年金等との併給調整について、確実に実施する。

指標

KPIの設定なし

・資格取得から申請までの期間が60日未満の手当金申請の全件について、

事業主に雇用契約や雇用保険の加入状況の調査を実施。

・60日以上遡って資格取得手続きを行ったうえ、手当金を受給した者及び

資格喪失後の継続給付を受給した者のうち再就職した者について事後調

査を実施。

令和元年度 令和２年度

雇用状況調査 44件 9件(9月末)

プロジェクト会議開催 12回 6回(9月末)

併給調整による返納金調定件数

令和元年度 令和２年度

障害年金 42人 20人(9月末)

老齢年金 14人 10人(9月末)
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４ 効果的なレセプト点検の推進

≪事業計画≫

・システム点検の効果的な活用や点検員のスキルアップを目指した、レセプト内容点検効果向上計画に基づき効果的なレセプト点

検を推進する。

・社会保険診療報酬支払基金改革の効果を見据え、レセプト点検のあり方を検討する。

■KPI：社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率について対前年度以上とする

≪実施結果≫

・新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言に伴う、業務体制変更の本部指示において、レセプト内容点検の点検員休業

（4～5月）で滞った状態であったが、6月からの復帰時より上期中に高額点数を中心に未確認分を含め点検を実施した。

（内容点検の休業は全国に及んでいることから、KPIの数値は大幅に減少している。）

〇効果的な内容点検の実施

・診療内容等査定効果額
・加入者一人当たりの前年度実績を上回る。
・点検員一人当たりの査定単価を上回る。

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和２年度

全国

目標
令和２年度
滋賀支部

実績
令和２年度
滋賀支部

備考

社会保険診療報酬支払基金と合
算したレセプト点検の査定率

0.376％ 0.362％ 0.376％ 0.323％ R2.6現在
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3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 合計

レセプト受付枚数 344,774 346,431 344,757 279,504 259,319 307,956 1,882,741

原審査件数
(支払基金における審査)

2,170 2,100 2,099 1,706 8,075

再審査請求件数
（協会における審査）

416 479 357 170 1,422

≪参考≫ レセプト点検の査定率

0.408%
0.401%

0.375%

0.323%

0.395%
0.383%

0.362%

0.301%
0.280%

0.300%

0.320%

0.340%

0.360%

0.380%

0.400%

0.420%

平成29年 平成30年 令和1年 令和2年

査定率（滋賀支部）

査定率（全国平均）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

医療費総額 滋賀 46,756,381,760円 47,821,548,790円 49,370,101,310円 16,521,258,140円

査定額 滋賀 190,836,850円 191,851,620円 185,770,020円 49,567,090円

査定率
滋賀

0.408%
（10位）

0.401%
（10位）

0.376%
（13位）

0.323％
（19位）

全国 0.395％ 0.383％ 0.362％ 0.301%

（ ）内の数値は全国順位

令和２年６月現在
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≪実施結果≫

・喪失後にかかる受診状況の確認のため、「医療機関照会」を毎月実施しているところだが、新型コロナウイルス感染症の緊急事態
宣言に伴う、業務停止の本部指示において、「医療機関照会」がその項目より、４～５月発送を停止した。

そのことより、再審査請求件数や点検効果額が少なくなっている。６月以降業務停止解除より遅延分の取戻し作業の実施。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

資格点検件数 4,486 4,198 7,075 6,625 4,013 26,397

再審査請求件数 832 408 440 1,261 1,291 4,232

資格点検効果額 122 112 95 74 188 591

〇効果的な資格点検の実施

・資格点検効果額
・加入者一人当たりの前年度実績を上回る。

（1）基盤的保険者機能関係
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≪実施結果≫

・業務手順書に基づき新規外傷レセプト点検・負傷原因照会をもれなく実施した。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

外傷点検件数 687 660 555 560 683 3,145

負傷原因照会件数 124 124 135 112 104 599

外傷点検効果額 17 11 40 24 60 153

≪実施結果≫

・多受診対象者を管理し、状況に応じて本人への照会・アンケート、かかりつけ医の啓蒙を実施した。

〇多受診者への適正受診指導の強化

・多受診者の対象者が前年度を下回る。

〇効果的な外傷点検の実施

外傷点検効果額について、前年度を上回る。
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５ 柔道整復施術療養費等の照会業務の強化

・多部位（施術箇所が３部位以上）かつ頻回（施術日数が月15日以上）及び部位ころがし（負傷部位を意図的に変更
することによる過剰受診）の申請について、加入者に対する文書照会や適正受診の啓発を強化する。
■KPI：柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合について

対前年度以下とする

≪事業計画≫

≪実施結果≫

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

施術箇所３部位以上、かつ月15
日以上の施術の申請の割合

0.47％ 1.12％ 0.47％以下 0.55％ 8月末現在

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

支払件数(R1) 10,975 10,862 11,269 11,575 12,069 11,471 11,737 11,809 11,425 11,084 10,734 10,850 135,860

患者照会件数(R1) 203 249 227 231 277 261 281 319 340 341 349 374 3,452

支払件数(R2) 10,850 9,207 8,826 10,465 11,060

患者照会件数(R2) 395 361 369 379 391

・施術箇所３部位以上、かつ月15日以上の施術に対する患者照会の徹底。

・部位ころがしが疑われる長期請求や審査会指摘の高額請求傾向の施術所に対する患者照会強化。
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≪参考≫ ３部位以上負傷かつひと月15日以上の施術割合

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

【KPI】
3部位以上負傷かつ
ひと月15日以上の
施術

滋賀

件数（件） 814 732 727 769 646 280(8月末)

割合（％） 0.7 0.6 0.56 0.58 0.47
0.55

(8月末)

全国
件数（件） 244,817 230,096 204,407 189,660 175,883 未確定

割合（％） 1.6 1.5 1.3 1.2 1.12 未確定

0.7%
0.6% 0.56% 0.58%

0.47% 0.49%

1.6%
1.5%

1.3%
1.2%

1.12%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2%

1.4%

1.6%

1.8%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

3部位以上負傷かつひと月15日以

上の施術割合（滋賀支部）

3部位以上負傷かつひと月15日以

上の施術割合（全国平均）
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６ あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進

・受領委任制度導入により、文書化された医師の再同意の確認を確実に実施するとともに、厚生局へ情報提供を行った不正疑い

事案については、逐次対応状況を確認し適正化を図る。

≪事業計画≫

≪実施結果≫

指標

KPIの設定なし

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

支払件数 250 254 257 451 256 255

患者照会件数 0 0 0 1 1 1

医師照会件数 0 1 0 2 1 1

・初回申請の医師の同意書、6か月毎の申請における再同意書の添付を全件確認を実施した。

・保険適用について、疑義が生じた申請は医師照会等を行った。
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（1）基盤的保険者機能関係
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７ 返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業務の推進

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

資格喪失後1か月以内の保険証回
収率

95.06％ 95.00％ 96.00％ 93.58% R2.8現在

返納金債権（資格喪失後受診に
係るものに限る。）の回収率

55.22％ 54.11％ 55.22％ 61.25％ R2.8現在

医療給付費総額に占める資格喪失
後受診に伴う返納金の割合

0.065％ 0.082％ 0.065％ 0.077％ R2.6現在

≪事業計画≫

・日本年金機構の資格喪失処理後２週間以内に、保険証未回収者に対する返納催告を行うことを徹底するとともに、被保険

者証回収不能届を活用した電話催告等を強化する。

・債権の早期回収に取り組むとともに、保険者間調整及び法的手続きの積極的な実施により、返納金債権の回収率の向上を図

る。

■KPI：①日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率を96.0％以上とする

②返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率を対前年度以上とする

③医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を対前年度以下とする



14

≪実施結果≫
・債権回収計画に基づき、郵送による催告、更に保険証未回収者への電話催告の実施した。

・例年より数値悪化の原因の一つに大規模事業所（特に公務職場）の処理遅延が見受けられた。

都度、電話催告等実施したが、今後も状況を的確に把握し、必要な施策を実施していく。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

回収対象 11,633 3,514 3,374 3,717 3,073 25,311

保険証回収枚数 10,670 3,331 3,223 3,517 2,946 23,687

保険証未回収枚数 963 183 151 200 127 1,624

電話催告件数 38 21 38 25 15 137

保険証回収率 91.72% 94.79% 95.52% 94.62% 95.87% 93.58%

〇返納金債権の発生防止のための保険証回収強化

93.68%

95.40%

93.58%

91.57%

93.16%

94.05%

90.00%

91.00%

92.00%

93.00%

94.00%

95.00%

96.00%

平成30年 令和元年 令和２年

合計（滋賀支部）

合計（全国平均）

≪参考≫ 保険証回収率（一般加入者・任意継続） 令和2年8月現在



一般加入者分 回収率

任意継続分 回収率

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

回収率（％）
滋賀 （98.2） 94.16 95.59 93.85

全国 （97.0） 92.02 93.67 94.55

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

回収率（％）
滋賀 （96.6） 84.09 91.95 88.47

全国 （96.4） 80.87 82.06 82.54

一般加入者・任意継続分（合計）回収率

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

回収率（％）
滋賀 （98.1） 93.68 95.40 93.58

全国 （97.0） 91.57 93.16 94.05

15

≪実施結果≫
・債権回収計画に基づき、未納者に対しスケジュールに沿った郵送による催告を実施、なお高額な債務者に対しては、訪問催告や

法的措置を実施し回収業務を推進している。

〇債権管理回収業務の推進

（1）基盤的保険者機能関係

令和2年8月現在
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≪参考≫ 返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る）の回収率及び医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

返納金債権の回収率[金額]（％）
滋賀 45.30 78.22 55.22 61.25

全国 57.64 56.16 54.11 26.02

喪失後受診に伴う返納金の割合（％）
滋賀 0.052 0.087 0.065 0.077

全国 0.069 0.070 0.082 0.098

0.052%

0.087%

0.065%
0.077%

0.069% 0.070%
0.082% 0.098%

45.30%

78.22%

55.22%
61.25%57.64%

56.16%

54.11%

26.02%

0.040%

0.090%

0.140%

0.190%

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

喪失後受診に伴う返納金の割合（滋賀支部）

喪失後受診に伴う返納金の割合（全国平均）

返納金債権の回収率（滋賀支部）

返納金債権の回収率（全国平均）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

調定件数 138 250 344 459 590

取消件数 6 14 17 23 31

回収件数 51 96 142 201 275

回収率（件数） 38.64 40.68 43.43 46.10 49.19

調定金額 6,630,865 8,559,054 11,052,698 12,611,545 15,205,828

取消金額 574,297 655,126 780,983 838,523 965,321

回収金額 3,872,608 4,495,467 6,033,170 7,112,637 8,722,913

回収率（金額） 63.94 56.86 58.74 60.41 61.25

（資格喪失後受診に係るものに限る）

※累計値

令和2年8月現在
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８ 限度額適用認定証の利用促進

≪事業計画≫

≪実施結果≫

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

高額療養費制度に占める限度額
適用認定証の使用割合

79.8％ 未確定 85.0％ 79.3％ 8月末（推計）

・事業主や健康保険委員へのチラシやリーフレットによる広報や、地域の医療機関及び市町村窓口に申請書を配置するなど利用

促進を図る。

■KPI：高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合を85.0％以上とする

・公費医療受給者のうち継続給付が見込まれる対象者への利用勧奨の実施。

・限度額認定証の利用がなく、高額療養費の請求対象となるレセプト請求がされている医療機関に対して利用勧奨の実施。
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≪参考≫ 高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

使用割合（％）
滋賀 79.7 80.8 80.4 79.8 79.3(8月末)

全国 82.0 81.0 81.3 81.2 未確定

発行件数（件） 滋賀 12,076 12,887 14,878 13,033 5,539(9月末)

12,076 
12,887 

14,878 

13,033 

5,539 

79.7%

80.8%

80.4%

79.8%

79.3%

82.0% 81.0%

81.3% 81.2%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

発行枚数（滋賀支部）

使用割合（滋賀支部）

使用割合（全国平均）
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９ 被扶養者資格の再確認の徹底

≪事業計画≫

≪実施結果≫

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

被扶養者資格の確認対象事業所
からの確認書の提出率

92.8％ 未実施 92.0％ 未実施 下期で実施

・被保険者と別居している被扶養者および海外在住している被扶養者等に対応した被扶養者資格再確認を確実に実施する。

・事業所からの被扶養者資格確認リストを確実に回収するため、未提出事業所への勧奨を行う。

・未送達事業所については所在地調査により送達の徹底を行う。

■KPI：被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を92％以上とする

・令和2年10月上旬から下旬に事業所あてにリストを送付する予定。



≪参考≫ 対象事業所からの被扶養者資格再確認書の提出率等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

対象事業所数
滋賀 件数（所） 11,550 11,891 12,188 13,226 未確定

全国 件数（所） 1,205,743 1,263,914 1,315,182 1,446,812 未確定

提出事業所数

滋賀
件数（所） 9,877 10,608 10,947 12,278 未確定

提出率（％） 85.5 89.2 89.8 92.8 未確定

全国
件数（所） 1,020,771 1,094,139 1,156,747 1,321,600 未確定

提出率（％） 84.7 86.6 88.0 91.3 未確定

勧奨 滋賀 件数（所） - - - 4,206 未確定

対象被扶養者数
滋賀 件数（人） 68,843 67,211 67,837 132,134 未確定

全国 件数（人） 7,376,445 7,381,647 7,480,414 13,204,839 未確定

被扶養者削除人数

滋賀
件数（人） 669 655 660 620 未確定

削除率（％） 0.97 0.97 0.97 0.47 未確定

全国
件数（人） 70,069 75,685 70,897 66,193 未確定

削除率（％） 0.95 1.03 0.95 0.47 未確定

85.5%

89.2% 89.8%

92.8%

84.7%

86.6%
88.0%

91.3%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

提出率（滋賀支部）

提出率（全国平均）
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10 オンライン資格確認の利用率向上

≪実施結果≫

・本部から医療機関利用状況リストの提供ある都度、注視し未利用医療機関に対し電話により状況を確認した。

・国におけるオンライン資格確認業務が令和3年３月より実施されるまでの間、協会けんぽシステムの目標達成に向け、

勧奨していく。

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

ＵＳＢを配布した医療機関におけ
る利用率

88.1％ 50.0％ 89.0％ 94.3％ R2.8現在

≪事業計画≫

・国全体で実施するオンライン資格確認の円滑な施行に向けて、マイナンバーカードの健康保険証利用促進のための周知等を

行う。

・現在協会けんぽが独自に実施しているオンライン資格確認については、引き続きその利用率向上に向けて取り組む。

■KPI：現行のオンライン資格確認システムについて、USBを配布した医療機関における利用率を89.0％以上とする
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※ＵＳＢ＝資格確認システムのプログラムを内蔵したパソコン用ＵＳＢメモリ

40.0%

46.2%

55.6%

89.8%
94.3%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

医療機関における利用率（滋賀支部）

≪参考≫ ＵＳＢを配布した医療機関における利用率

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

貸出医療機関数 15 15 13 7 7

利用率（％） 40.0 46.2 55.6 89.8 94.3

令和2年8月現在
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１ ビッグデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの提供

指標

KPIの設定なし

≪事業計画≫

・事業所単位での健康・医療データの提供については、事業所健康度診断シート（事業所カルテ）などの見える化ツールの標準

化を図る。

≪実施結果≫

実施結果は35ページに記載
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２ データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施

「特定健診・特定保健指導の推進」、「コラボヘルスの取組」、「重症化予防の対策」を基本的な実施事項とする第２期保健事業

実施計画（データヘルス計画）に基づく取組を着実かつ効果的、効率的に実施する。また、支部ごとの加入者の健康・医療デー

タをまとめた支部別スコアリングレポートによるデータ分析を行う。

□上位目標（10年程度先に成果を評価する目標）滋賀県の健康寿命の延伸を見据え、虚血性心疾患及び他の心疾患

の発症予防と医療費の適正化を図る

（目標：年間一人当たり入院医療費を4,600円より下回る）

□中位目標（6年後に達成すべき目標）生活習慣の改善による血圧のリスク因子保有率の減少

（中間目標（2020年度）：36.6％）

≪事業計画≫

≪実施結果≫

次ページ以降に記載
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３-１ 生活習慣病予防健診実施率の向上（特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上）

≪実施内容≫

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

生活習慣病予防健診実施率 65.5％ 55.9％ 66.3％ 23.7％
32,265人/
136,065人

≪事業計画≫

○被保険者（４０歳以上 受診対象者数 136,065人）

・生活習慣病予防健診 受診率 66.3％（受診見込者数 90,211人）

・健診推進経費（インセンティブ）を活用し、健診機関のモチベーション向上につなげることで、生活習慣病予防健診の受診率向

上及び事業者健診データの提供につなげる。

・生活習慣病予防健診を利用していない事業所や利用率の低い事業所へ、電話による利用勧奨を実施する。なお、電話勧奨

結果を分析等することで、利用しない要因等を把握し、ボトルネックに応じた対応策等を検討する。

■ KPI：生活習慣病予防健診受診率を66.3％以上とする

・健診推進経費の活用によるインセンティブ契約締結機関は25機関となり前年度より5機関増加した。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部の健診機関では健診の実施を中止あるいは制限しているため、

支部全体として8月末累計で対前年度約83.3％となっている。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

対前年度比（単月ベース） 64.4％ 44.4％ 96.2％ 104.8％ 102.7％



≪参考≫ 生活習慣病予防健診実績の推移

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

対象者数
(40～74歳)

滋賀 105,066人 106,796人 110,419人 114,035人 118,390人 122,156人 127,123人 131,872人 135,789人 136,065人

受診者数
（実績）

滋賀 53,792人 57,665人 61,647人 65,880人 69,152人 73,199人 78,045人 83,444人 89,002人 32,265人

実施率

滋賀
51.2％

（12位）

54.0％

（11位）

55.8％

（11位）

57.8％

（9位）

58.4％

（10位）

59.9％

（8位）

61.4％

（8位）

63.3％

（5位）

65.5％

（6位）
23.7％

全国 42.7％ 44.3％ 45.7％ 46.7％ 48.0％ 48.5％ 49.6％ 50.8％ 52.3％ 未確定

（ ）内の数値は全国順位

51.2%
54.0%

55.8%
57.8% 58.4%

59.9%
61.4%

63.3%
65.5％

42.7%
44.3%

45.7% 46.7% 48.0% 48.5% 49.6% 50.8%
52.3%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

生活習慣病予防健診実施率

（滋賀支部）

生活習慣病予防健診実施率

（全国平均）
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３-２ 事業者健診データ取得率の向上（特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上）

≪実施内容≫
・滋賀労働局との連携した取得勧奨は7月実施を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により事業スケジュールの見

直しを行い11月開始予定。労働安全衛生法に基づく定期健康診断も新型コロナウイルス感染症の影響により、定期健康診断

を延期をしている企業がある。

・昨年度の第4四半期に実施した電話勧奨の結果を踏まえた訪問勧奨を9月からスタート。

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

事業者健診データ取得率 8.2％ 7.5％ 10.7％ 1.7％
2,342人/

136,065人

≪事業計画≫

・事業者健診結果データの取得促進に向けて、滋賀労働局や関係団体と連携した取り組みを継続実施する。

・事業者健診結果データの提供についての同意書をすでに協会けんぽへ提出している事業所の健診結果データの進捗管理を行

い、健診機関からのデータ提出漏れを防ぐ。

■ KPI：事業者健診データ取得率を 10.7％以上とする
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≪参考≫ 事業者健診結果データ取得実績の推移

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年

対象者数
(40～74歳)

滋賀 105,066人 106,796人 110,419人 114,035人 118,390人 122,156人 127,123人 131,872人 135,789人 136,065人

受診者数
（実績）

滋賀 2,892人 5,034人 5,848人 8,301人 9,034人 10,314人 6,506人 10,862人 14,501人 2,342人

取得率

滋賀
2.8％

（16位）

4.7％

（18位）

5.3％

（19位）

7.3％

（13位）

7.6％

（7位）

8.4％

（17位）

5.1％

（35位）

8.2％

（20位）

10.7％

（13位）
1.7％

全国 2.2％ 3.7％ 4.4％ 5.2％ 4.6％ 6.2％ 6.4％ 7.0％ 7.6％ 未確定

（ ）内の数値は全国順位

2.8%

4.7%
5.3%

7.3% 7.6%
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事業者健診データ取得率

（滋賀支部）

事業者健診データ取得率

（全国平均）
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３-３ 被扶養者の特定健診受診率の向上（特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上）

≪実施内容≫

・無料健診を6月～11月で実施（19市町、39会場、83日間）、開始時期を7月から6月に早めた。

申込状況は単前年度比90％となっている。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、同会場で実施予定であったがん検診（市町が実施）を中止している会場もある。

・特定健診の開始年齢が40歳であることから、40代を対象に“初めての健診（仮）”と称して誕生月にDM送付予定。（11月開始）

・夏季無料健診のうち、キャパに余裕がある会場への再勧奨を実施（8会場8日程）。

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

被扶養者の特定健診受診率 33.9％ 29.5％ 33.7％ 8.0％
3,137人/
39,178人

≪事業計画≫

○被扶養者（受診対象者数 39,178人）

・特定健康診査 受診率 33.7％ （受診見込者数13,189人）

・被扶養者の特定健診について、受診者の利便性の向上や内容の充実を図るため、市町との連携によるがん検診同時実施や、

オプショナル健診等の付加価値を活用した集団健診を継続実施する。

・本部主導による特定健診受診率等の底上げを図るための調査研究結果を踏まえ、ボトルネックの類型に応じた対応方針を検

討する。

■ KPI：被扶養者の特定健診受診率を33.7％以上とする



≪参考≫ 特定健診受診率実績の推移

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

対象者数
(40～74歳)

滋賀 38,873人 39,030人 39,692人 39,884人 39,580人 39,012人 39,187人 39,157人 39,203人 39,178人

受診者数
（実績）

滋賀 4,471人 7,304人 9,562人 9,411人 10,288人 10,368人 11,894人 12,437人 13,441人 3,137人

実施率

滋賀
11.5％

（38位）

18.7％

（15位）

24.1％

（5位）

23.6％

（9位）

26.0％

（9位）

26.6％

（12位）

30.4％

（5位）

31.8％

（4位）

34.3％

（3位）

8.0％

全国 13.8％ 14.9％ 17.7％ 19.3％ 21.0％ 22.2％ 23.2％ 24.0％ 25.5％ 未確定

（ ）内の数値は全国順位

11.5%

18.7%

24.1% 23.6%
26.0% 26.6%

30.4%
31.8%

34.3%

13.8%
14.9%

17.7%
19.3%

21.0%
22.2% 23.2% 24.0%

25.5%
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35.0%

40.0%

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

特定健診実施率

（滋賀支部）

特定健診実施率

（全国平均）
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４ 特定保健指導の実施率の向上

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

特定保健指導の実施率 22.5％ 20.6％ 24.2％ 6.7％ 1,366人/20,485人

≪事業計画≫
○被保険者（特定保健指導対象者数 19,206人）

・特定保健指導 実施率 24.0％ （実施見込者数 4,609人）

（内訳）協会保健師実施分 15.0％ （実施見込者数2,878人）

アウトソーシング分 9.0％ （実施見込者数 1,731人）

○被扶養者（特定保健指導対象者数 1,279人）

・特定保健指導 実施率 27.4％ （実施見込者数 350人）

○特定保健指導の受診勧奨対策

・健診、特定保健指導を一貫して行うことができるよう健診当日の初回面談について、健診機関への働きかけを行う。

・また、平成３０年度からの特定保健指導の実施方法の見直しにより可能となった新たな手法を検討し実施する。

・特定保健指導の対象者が多くかつ実施率の低い事業所へのトップセールス（訪問勧奨）等を行う。

■ KPI：特定保健指導の実施率を20.2％以上とする

≪実施内容≫
・新型コロナウイルス感染症の影響により滋賀支部では4月13日から訪問を中止し、6月10日から訪問を再開した。

これに合わせて、訪問による特定保健指導利用勧奨や健診機関への訪問も中断したが、下期に再開予定。

・新規委託機関として、市立長浜病院と特定保健指導委託契約を締結（7/1～）。



≪参考≫ 特定保健指導実施率（被保険者・被扶養者）の推移
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9.1%

13.6%

17.8%
16.1%

17.6% 17.1%

19.0%

22.5%
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13.3%

14.1%
12.5% 12.9% 13.2%

16.0%
17.7%

0.0%
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10.0%
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25.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

特定保健指導実施率

（滋賀支部）

特定保健指導実施率

（全国平均）
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

対象者数
(40～74歳)

滋賀 10,720人 12,268人 13,482人 14,351人 15,139人 16,115人 16,922人 18,303人 18,942人 20,485人

受診者数
（実績）

滋賀 755人 1,134人 1,836人 2,548人 2,436人 2,838人 2,900人 3,483人 4,267人 1,366人

実施率

滋賀 7.0% 9.1% 13.6% 17.8% 16.1% 17.6% 17.1% 19.0% 22.5％ 6.7％

全国 8.3% 10.1% 13.3% 14.1% 12.5% 12.9% 13.2% 16.0％ 17.7％ 未確定
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５ 重症化予防対策の推進

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

受診勧奨後３か月以内に医療機
関を受診した者の割合

10.4％ 12.9％ 12.9％ 未確定

≪事業計画≫

○未治療者に対する受診勧奨における二次勧奨実施予定人数 899人

・協会けんぽ本部が実施する一次勧奨後に支部から、より重症域の対象者へ、文書勧奨及び電話勧奨の二次勧奨を実施する。

・二次勧奨時の文書勧奨に使用するリーフレットの内容を見直し、より視覚的に医療機関への受診の必要性を感じてもらえるよう

にする。

○糖尿病性腎症に係る重症化予防事業

・甲賀健康福祉事務所との連携協力により、健診受診後に、早期に診断し適切な治療を受けられる連携体制を作ることで

（勧奨文書に連携医リストを同封）、医師の指示に基づき、協会けんぽの保健師が保健指導を実施し生活改善の介入を図る

ことで、重症化を予防する。

・この事業を継続し、他の圏域で連携医の協力体制等が整っている圏域への展開を検討する。

・滋賀県、滋賀県医師会、滋賀県保険者協議会との連携による「糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定」の取り組みにより

滋賀県の未治療者の医療機関受診を高める。

■ KPI：受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合を12.9％以上とする
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≪参考≫ 受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

二次勧奨
実施人数

590人 662人 800人 781人 369人

受診した割合 8.6% 11.0％ 10.5％ 10.4％ 未確定

8.6%

11.0% 10.5% 10.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

医療機関を

受診した者の

割合（滋賀

支部）

一次勧奨対象者（本部発送）

収縮期血圧 拡張期血圧 空腹時血糖 HbA1c

160ｍｍHg以上 100ｍｍHg以上 126ｍｇ/dl以上 6.5％以上

二次勧奨対象者（支部発送）

収縮期血圧 拡張期血圧 空腹時血糖 HbA1c

180ｍｍHg以上 110ｍｍHg以上 160ｍｇ/dl以上 8.4％以上

以下の①と②に該当する方
①35歳以上75歳未満の生活習慣病予防健診を受診し、

以下の基準に該当。
②健診受診の前月及び健診受診後3か月以内に、医療機関への

受診が確認できない方。

一次勧奨実施者のうち、医療機関への受診が確認できない方でより重
症者（以下の基準のうち一つでも該当する方。）

≪実施内容≫

・本部からの一次勧奨後、医療機関での受診が確認できない方（文書による回答なしも含む）へ、支部から二次勧奨を実施。文
書と電話により勧奨。新型コロナウイルス感染症の影響により、4月5月の本部による1次勧奨を中断し、それに伴い支部の2次勧
奨も中断。6月末から再開した。

・甲賀圏域では連携医との協力により保健指導を実施。（甲賀圏域基準：空腹時血糖126、ＨｂＡ1ｃ6.5％）

・他圏域への展開として東近江圏域の事業へ参加予定。
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６ 健康経営（コラボヘルスの推進）

指標

KPIの設定なし

≪事業計画≫

・健康宣言事業所数の更なる拡大を図るとともに、取組の質を向上させる観点から、宣言事業所に対するフォローアップの強化を

図る。

・事業所単位での健康・医療データの提供については、事業所健康度診断シート（事業所カルテ）などの見える化ツールの標準

化を図る。【再掲】

≪実施結果≫
・令和２年度新規宣言数45事業所

・セミナーを開催予定（『これからはじめる健康づくり健康経営セミナー』10/14、以降下期中に複数回開催予定）
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≪参考≫ 健康宣言事業所数

（単位）事業所

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

健康経営宣言事業所数 46 101 207 288 333
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７ 広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進①

≪実施結果≫

（広報誌による制度周知）

・協会けんぽしが （毎月発行）

・健康保険委員News（毎月発行）

・メールマガジン（毎月発行）

・社会保険しがへの掲載（季刊）

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

広報活動における加入者理解率
の平均

46.1％ 37.5％ 46.1％以上
本部が実施する理解
度調査後に確定

≪事業計画≫

・広報分野におけるＰＤＣＡサイクルを適切に回していくため、理解度調査の結果を踏まえ、広報計画を策定する。

・ナッジ理論等を活用したリーフレットやチラシを作成し、特定健診等の効果的な受診勧奨を行う。

■ KPI：広報活動における加入者理解率の平均について対前年度以上とする

≪参考≫ 広報活動における加入者理解率

35.9% 36.7%

46.1%

35.9% 37.5% 45.6%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

平成29年 平成30年 令和1年

加入者理解率
（滋賀支部）

加入者理解率

（全国平均）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

加入者理解率
滋賀 35.9％ 36.7％ 46.1％

全国 35.9％ 37.5％ 45.6％

平成30年度 令和元年度 令和２年9月

メールマガジン配信数 1,151件 1,249件 1,343件
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≪参考≫ 認知率調査（アンケート調査）の質問項目と加入者理解率（令和元年度）

分野 質問項目（抜粋）
加入者
理解率

分野① 保険料
●協会けんぽの保険料率は毎年見直されていること

20.8%
●協会けんぽの保険料率は、医療費の地域差を反映して、加入している支部ごとに異なること 等

分野② 健診・保健指導
●協会けんぽでは、35歳以上の被保険者向けの健診として「生活習慣病予防健診」を実施しています。この健診をご存知ですか。

47.2%
●健診後に事業所を通じて、保健師等による健康相談等のサポートを行っていること 等

分野③
その他の協会けんぽの
取組

●ジェネリック医薬品は先発医薬品と効き目や安全性が同等であると国が認可した薬であること

49.5%●協会けんぽでは、健康づくりや予防など医療費の適正化につながる加入者及び事業主の行動や取組を、都道府県支部ごとに評価し、その
結果が良好な支部については、報奨金により保険料率を若干軽減する仕組みである「インセンティブ制度」がスタートしていること 等

分野④ 医療のかかり方
●紹介状なしで大きな病院（※）を受診すると、特別料金が加算されるケースがあること

53.7%
● ハシゴ受診は、重複する検査や投薬により、かえって体に悪影響を与える心配があり、お金もかかること 等

分野⑤ 現金給付

●【限度額適用認定証】事前に認定証を申請し、医療機関の窓口に提示することで、1カ月の窓口での支払いが高額療養費の自己負担限
度額までとなることをご存じですか。 59.3%

●【傷病手当金】被保険者が病気やけがのために会社を休み、会社から報酬（給与等）が受けられない場合に支給されることをご存知ですか

平均値 46.1%

※令和元年度理解率調査においては、加入者・事業主の皆様が真に知るべき設問項目に絞って実施。そのため、支部別理解率では、理解率が低い項目を

除外したことにより数字が上振れすることから、平成30年度との比較を適切に行うことができない。以上のことから平成30年度との比較を適切に行うべく、平

成30年度及び令和元年度理解度調査における共通の設問項目により理解率を算出している。
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７ 広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進②

≪実施結果≫
・令和２年度6月末までの新規委嘱者数77名（解嘱者数11名）

・4月と8月に未委嘱事業所への文書勧奨を実施（4月658件/8月998件）

・新規適用事業所へ生活習慣病予防健診案内時に勧奨文書同封（414件）

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

健康保険委員が委嘱されている
事業所の被保険者数の割合

40.44％ 42.0％ 42.0％ 41.9％ 令和2年6月末現在

≪事業計画≫

・健康保険委員活動の活性化を図るため、研修会を開催するとともに、広報誌等を通じた情報提供を実施する。

■ KPI：全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を42.0％以上とする
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年6月

委嘱者数（人）
滋賀 1,249 1,315 1,423 1,596 1,662

全国 117,450 139,639 164,401 193,712 197,094

被保険者カバー率（％）
滋賀 32.7 33.4 35.7 40.4 41.9

全国 32.5 35.0 39.5 42.3 42.8

32.7%

33.4%

35.7%

40.4%
41.9%

32.5%

35.0%

39.5%

42.3% 42.8%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年6月

委嘱されている事業所の被保

険者数の割合（滋賀支部）

委嘱されている事業所の被保

険者数の割合（全国平均）

≪参考≫全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合
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8 ジェネリック医薬品の使用促進

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

ジェネリック医薬品使用割合 78.3％ 80.0％ 80.6％ 79.4％
令和2年度実績は

令和2年5月診療分

≪事業計画≫

・新たな指標を追加したジェネリックカルテを活用し、支部ごとの阻害要因を分析する。

・個別の医療機関・調剤薬局に対する見える化ツールの活用に際しては、上記分析の結果に基づき効果的なアプローチを行う。

また、アプローチをスムーズにするために、必要に応じて県の担当部局、関係機関等への働きかけを行う。

・他の保険者等と連携し、加入者に対する効果的な働きかけを行う。

・令和2年10月以降の新たな目標について、国の動向を踏まえつつ検討する。

■ KPI：ジェネリック医薬品使用割合を80.6 ％以上とする

≪実施結果≫
・コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、医療機関訪問事業については5月末まで業務停止となったが、7～8月にかけて

20医療機関と1薬局を訪問することができた。

・地域ごとの使用割合の推移について分析結果のプレスリリースを行った（6月）
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≪参考≫ ジェネリック医薬品使用状況 <新指標による後発医薬品割合（数量ベース）>

注１．協会けんぽ（一般分）の医科、DPC、歯科、調剤レセプトについて集計したものである。（ただし、電子レセプトに限る。）
なお、DPCレセプトについては、直接の診療報酬請求の対象としていないコーディングデータを集計対象としている。

注２．「数量」は、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えたものをいう。
注３．[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」による。
注４．「国全体の使用割合_調剤」は「調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省）、「国全体の使用割合_医科・DPC・調剤・歯科」は「医薬品価格調査」（厚生労働省）による。
注５．後発医薬品の収載月には、後発医薬品が初めて収載される先発医薬品があると算出式の分母の対象となる先発医薬品が増えることにより、後発医薬品割合が低くなることがある。

令和元年7月 令和元年8月 令和元年9月 令和元年10月 令和元年11月 令和元年12月 令和2年1月 令和2年2月 令和2年3月 令和2年4月 令和2年5月

全国順位 20 20 20 20 20 21 20 22 21 22 22

滋賀支部 77.3% 77.4% 77.7% 78.1% 79.0% 79.0% 79.6% 79.4% 79.8% 79.7% 79.4%

全国平均 76.5% 76.6% 76.9% 77.4% 78.0% 78.2% 78.6% 78.7% 78.7% 79.0% 78.7%
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9 インセンティブ制度の着実な実施

≪実施結果≫

・納入告知書チラシ（4月号）、滋賀県商工会連合会広報誌（5月号）に広報記事掲載

指標

KPIの設定なし

≪事業計画≫

・令和元年度の実施結果を迅速に検証し、その後の検討につなげるとともに、引き続き、制度の周知広報を丁寧に行う。
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5つの評価指標の採用案のデータを用いた実績の試算

加算率0.007

※1 2.189％とは、令和元年度決算における総報酬額及び後期高齢者支援金の額を基に仮に算出した後期高齢者支援金の料率である。
※2 令和3年度（2021年度）保険料率に係るインセンティブの保険料率は、令和元年度（2019年度）総報酬額の実績に0.007％を乗じて令和3年度総報酬額の見込み額を除して

計算する。本集計においては、計算のためのデータがないため、0.007％としている。（詳細は、「平成30年3月20日開催 第91回運営委員会資料 資料３」に掲載。）

【令和元年度（2019年度）実績評価 ⇒ 令和3年度（2021年度）保険料率へ反映した場合】

0.007
（※2）

（※1）

減
算
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る
率
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１0 地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度改正等に向けた意見発信

指標
実績

令和元年度
滋賀支部

（参考）目標
令和2年度

全国

目標
令和2年度
滋賀支部

実績
令和2年度
滋賀支部

備考

地域医療構想調整会議への被用
者保険者の参加率

100％ 83.7％ 100％ 100％

効果的な意見発信を実施 意見発信 意見発信 意見発信

≪事業計画≫

・地域ごとの診療行為別の標準化レセプト出現比（SCR）を分析するためのツール等を活用し、適切な医療機能の分化・連携

に向けた意見発信のための分析を行う。

・地域医療構想調整会議等において、医療データ等の分析結果や地域医療を見える化したデータベース等を活用し、エビデンスに

基づく意見発信等を行う。

・医療データ等の分析結果を踏まえ、医療費の地域間格差の要因等について、ホームページ等により、加入者や事業主へ情報提

供を行う。

■ KPI：①他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調整会議への被用者保険者の参加率を100％以上とする

②「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果的な意見発信を実施する

≪実施結果≫

・今年度未開催
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≪参考≫ 他の被用者保険者と連携を含めた、地域医療構想調整会議への被用者保険者の参加率

80%

85%

90%

95%

100%

平成29年 平成30年 令和元年

被用者保険者の参

加率（滋賀支部）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

他の被用者保険者との連携を含めた、
地域医療構想調整会議への被用者
保険者の参加率

100% 100% 100％ 100％

≪参考≫ 協会けんぽが参加している圏域

湖南圏域 未開催

東近江圏域 〃

湖東圏域 〃

甲賀圏域 〃
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１0 調査研究の推進

≪事業計画≫

・本部が実施する統計分析研修を始め、ＧＩＳ等のツール活用推進に向けた研修に参加し、支部内での調査研究の推進を図る。

≪実施結果≫

・研修未開催

指標

KPIの設定なし
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１ 人事制度の適正な運用と標準人員に基づく人員配置

≪実施結果≫
・コロナウイルス感染症拡大防止対策のための業務制限、勤務地変更や自宅待機等の影響が少なくなった後も超勤時間を

縮減傾向で維持することができた。

２ 人事評価制度の適正な運用

≪実施結果≫

・第二四半期までの研修の実施はなし。計画に沿って面談等を行っていく。

≪事業計画≫

・標準人員への移行後における支部の状況を踏まえ、標準人員に基づく適切な人員配置を行う。また、業務の効率化等の状況も

踏まえ、契約職員も含めた標準人員の見直しについても検討する。

≪事業計画≫

人事評価制度に関して支部幹部職の研修を行い、制度の適正な運用に努める。

令和元年8月 令和２年8月

一人当たりの平均超過勤務時間 2.5時間 0.4時間
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３ ＯＪＴを中心とした人材育成

≪実施結果≫

・4月採用新入職員のＯＪＴを各グループにて実施。（９月まで）

・9月に外部講師による集合研修（業務改善の手法）を行った。また、同じく9月より支部内ショート研修をオンラインで再開した。

≪事業計画≫

・「ＯＪＴ」「集合研修」「自己啓発」を効果的に組み合わせて人材育成を推進する。

・「自ら育つ」という成長意欲を持ち、日々の業務遂行を通じて「現場で育てる」という組織風土を醸成する。

また、役割定義を踏まえた職員のキャリア形成を計画的かつ効果的に行うための本部研修へ多くの職員を参加させる。

・支部の研修を充実させ、職員の業務知識の向上を図る。

・加入者本位、主体性と実行性の重視、自由闊達な気風と創意工夫に富んだ組織風土・文化の更なる定着に向けて、高い志や新しい視点を常に持

ち続け、協会のミッションや目標の実現を図る。また、研修の充実を図る。

・業務に関する支部内勉強会を定期的に実施し、支部職員全体の業務知識の底上げを図る。

4 支部業績評価への対応

≪実施結果≫

・進捗会議を開催し、各グループ毎に、統一書式を用いて支部業績評価項目について進捗状況の確認を行っている。

・計数管理表を作成、近隣支部の業績評価の比較を通じ、自支部の業績について評価している。

≪事業計画≫

・毎月実施している進捗会議において、支部業績評価項目の進捗管理を行う。

・他支部との業績評価の比較を通じ、自支部の業績を向上させ、取組の底上げを図る。
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５ 費用対効果を踏まえたコスト削減等

指標
実績

令和元年度滋賀支部
（参考）目標
令和2年度全国

目標
令和2年度滋賀支部

実績
令和2年度滋賀支部

一般競争入札に占める一者応札案件の割合 66.7％ 23％ 23％ 50％

≪事業計画≫

・調達における競争性を高めるため、一者応札案件の減少に努める。

参加が予想される業者に広くＰＲを行う等周知に努める他、十分な公告期間や履行期間を設定することにより、多くの業者が参加しやすい環境を整

備する。また、一者応札となった入札案件については、入札説明書を取得したが入札に参加しなかった業者に対するアンケート調査等を実施し、次回の

調達改善につなげる。

■ KPI：一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、20％以下とする

※一者応札とは…競争入札において、一者しか応札者がない入札事例のこと。競争性のない応札となっていることが問題視されている。

≪実施結果≫

入札案件 応札状況 契約年月日

血管年齢測定器の賃貸借事業 複数入札 令和2年5月1日

事務椅子の購入 複数入札 令和2年7月1日

被扶養者の特定健診未受診者に対
する追加受診勧奨に係る業務委託

一者応札 令和2年9月8日

特定健診未受診者に対する冬季無
料健診受診勧奨に係る業務委託

一者応札 令和2年10月1日
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6 コンプライアンス・個人情報保護・リスク管理の徹底

7 ペーパーレス化の推進

≪事業計画≫

・法令等規律の遵守（コンプライアンス）、個人情報保護、リスク管理について、職員研修等を通じてその徹底を図る。

≪事業計画≫

・戦略的保険者機能の発揮には、一層の事務効率化による適切な人員配置が求められることから、会議資料をはじめとする、各

資料の簡素化や日々の業務の効率化に努め、ペーパーレス化の推進のための検討を進める。

≪実施結果≫

・コンプライアンス委員会、個人情報保護管理委員会の開催（6月,9月）

・コロナウイルス感染症拡大防止対策の徹底（遠距離通勤者の勤務地変更、業務の縮小、業務の縮小に伴う休業、出勤者数

の減少、支部来訪者等の把握等）

≪実施結果≫
・給付処理における申請書書類等のコピーの削減や会議資料の簡素化に努めた。


